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社会参加のための訓
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１３歳から１８歳の不
登校状態の子どもの
居場所事業

NPO法人ちゅらゆい理念
「ちゅらゆいに関わる」すべての人々が「希望」を感じられる「日々」を大切にします。



Kukuluとは…？

出口支援

①学校復帰

②高校進学

③就職

Kukulu 不登校状態にある児童に対し、
家庭訪問等を実施し児童との
信頼関係を構築後に、居場所
へ誘導する。居場所では様々
なプログラムを通して、「対人緊
張」や「生活リズム」の改善等、
児童の課題に対してアプローチ
し、課題改善後に、学校への登
校を応援する。また、出口支援
として進学・就職へ誘導するこ
とが居場所の目的となる

６つプログラムを通
して子どもの課題解
決を行う。

那覇市保護管理課 委託事業仕様書より

本事業は、問題が複雑・多様化し、様々な要因で引きこもりや非行等の状
態になっている生活保護世帯の中学生を対象に、安心して過ごし、学ぶこと
のできる居場所の提供を行う。不登校の児童・生徒が、社会体験活動や相
談・面談を通して、自立や学習に向けた意欲喚起、コミュニケーション能力
の向上を図り、学校への登校や高校進学、就職等を行えるように支援する
ことを目的とする。

・家庭へのアウトリーチ
・送迎機能の充実



プログラム

食育プログラム

児童へ食を提供し、「作る」「食べる」「楽しむ」の観点から、食や健康の大切さな

どを学ぶ。また調理実習などを通して、コミュニケーション能力や想像力などを高

められる様なきっかけ作りを行っている。

コミュニケーショントレーニング

心因性、非行系の児童の特徴として、自己表現や他者と

のコミュニケーションに課題を抱える児童が多い。そのた

め遊びのコンテンツを間に挟むことにより、コミュニケー

ションの練習を行っている。

個別相談

各児童の抱えている課題等を面談で明確にし、目標設

定やモチベーションの向上を図る。学校登校への具体的

なプランや生活リズムの改善も個別相談で課題を整理し

各児童の状況に合わせ取り組みを行っている。



学習支援

ほとんどの児童が学習への遅

れから、学習への意欲が低い傾

向にあるため、主に午前中の時

間は個別学習を行っている。週１

回は大学教諭による学習も実施、

３年生の進学相談も行っている。

プログラム

社会体験

昨年度はアメリカンホーム保険、

沖縄ガス等の会社見学会を始め、

社会人講話として琉球美健社長に

よる講話を実施する。また、野菜

の収穫体験やピザ釜での焼きたて

ピザでの交流会等、楽しみの要素

も取り入れながらの取り組みも

行った。

PC講座

貧困家庭の特徴としてPC普及率

が低い特徴がある。将来、就職す

る際、PCスキルの向上は不可欠

であるため、事業として実施してい

る。今年度からはMicrosoftと連携

したプログラムの導入も図った。



図２ 社会人基礎力（経済産業省社会人基礎力に関する研究会（2006）より抜粋）
＊調査方法・・・Kukulu通所開始時と年度末に生徒へのアンケート形式で実施。
＊調査協力・・・琉球大学教育学部 中尾達馬氏
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1. 本人の状態

2. 基本的スキル
（読み書き算）

3. 社会人基礎力

4. 他者信頼感
（アタッチメント）

第一回調査

第二回調査

平成２６年度

調査対象者は、Kukuluに通うことで、
「1. 本人の状態」が劇的に変化する
訳ではないが、「2. 基本的スキル」
（読み書き算）、「3. 社会人基礎力」、
「4. 他者信頼感」（アタッチメント）と
いう点では、良い方向への変化が
見られることが示唆された。
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調査対象者は、Kukuluに通うこと
で、「1. 本人の状態」「2. 基本的ス
キル」「3. 社会人基礎力」が劇的に
変化する訳ではないが、「アタッチ
メント」は安定し他者を信頼できる
ようになっていることが示唆された。

平成27年度



アタッチメント関連指標（社交性、自己信頼感、他者信頼感）

平成２６年度

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5
社交性

自己信頼他者信頼

第一回調査

第二回調査

平成２７年度
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Kukuluに通うことで、利用者は、他
者を信頼し、そのことを通して自分
に自信を持ち、その一方で、少しず
つ周りの人たちとのかかわりをはじ
めている（社交性）といった様子が
伺える。

調査対象者は、Kukuluに通うこ
とで、「アタッチメント」が安定し他
者を信頼できるようになり、その
結果徐々にではあるが友達との
間の相互作用（やりとり・かかわ
り）の質が向上している可能性
が示唆された。
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5 生活リズム：規則正しい
リズムで生活すること

6 食事：自分一人で、食事
を作って食べること

7 読み：本（小説など）をす
らすら読むこと

8 書き：400字詰め原稿用
紙1枚くらいの文章を書く

こと

9 計算：足し算、引き算、
かけ算、割り算を行うこと

10 パソコン：パソコンを操
作すること

11 公共交通機関：バスや
ゆいレールを使って遠く

へ行くこと

第一回調査

第二回調査

基本的スキル

平成２６年度

平成２７年度

Kukuluに通うことで、利用者の「2. 自立
へ向けての基本的スキル」の多くが向上
することが示された。
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Kukuluに通うことで、利用者の基本的
スキルの多くは若干向上することが示
唆された



○利用者数（平成２５年度、２６年度実績 延べ人数）

・３１名（３年生１８名、２年生９名、１年生４名）

・学校復帰した生徒・・１名

・登校状況が改善した生徒・･２７名

○3年生の状況（１８名）＊平成２５年度、２６年度実績

・高校への進学・・・１６名 就職・・・１名 職業訓練・・・１名

ただし…

○卒業後の状況

高校へ通学中…４名 就労…３名 不登校…４名 休学…２名 不明…５名

★16歳～18歳の就学支援・生活支援・就労支援が急務の課題

Kukulu 那覇市×ちゅらゆい



不登校者・・・那覇市と沖縄県の現状

Point
・生活保護家庭の不登校率が高い
・定時制課程の中退率が高い



高校中退後の就職状況

高校中退者の就職率は65％

36010人の主な就職先
・飲食店
・水商売
・美容院の助手
・土木工事の肉体労働
◯ワーキングプア率の高い職業である。
◯不安定就労 64％・・・23050人
◯正社員採用 36％・・・12960人

55400人中36010人が就職・・・19390人がニート化
（高校中退者数平成２２年度）

労働条件の悪い環境での就労…若者にしっかりとした支
援が必要である。



３つの貧困・・・Kukuluの実践から見えて来たこと

①経済的貧困
・まずは制度を利用し経済を安定させる。
・しっかりと安定した仕事への誘導が必要でキャリア教育の視点でしっかりと
フォローする。
②社会的貧困
・福祉サービスや教育サービス等、必要なサービスを受け入れる土壌がない。
・福祉、教育の支援とつながりにくい傾向があり、社会孤立しやすい。
・社会資源から切れることで、家族ごと孤立し「負の連鎖」から脱出できない。
③文化的貧困
・家庭に育まれて来た風土や文化。
・子どもへの教育がしっかりと行われにくい家庭環境にある。ネグレクト等。
→育児が忙しく学校へ行けない子ども。
→深夜徘徊していても問題視しない教育環境。

①は制度を活用することにより解消されるが、③が阻害要因となり②の貧困を
生み出し、子どもの自立が大きく阻害される。そして「負の連鎖」が生まれている
のでは…。



「負の連鎖」を立つために・・・

沖縄県・・・「サービスの空白地帯」
・教育委員会のサービスを利用できない不登校児童
・高校に通っているが中退しそうな生徒
・年齢13歳〜18歳までの年齢層への生活支援や就労支援がない。
→ここを放置すると「ひきこもり」や「生活保護」へ移行する。
→若者が自立しなければ税収が落ち、社会保障費が膨らむ。

★貧困家庭の子どもは社会的貧困を抱えているため「参加型サービス（職
業訓練や啓発セミナー）」を提供しても参加できない。「寄り添い型サービ
ス」を実施しなければ、社会的貧困の解消にはつながらず、負の連鎖を繰
り返す。

資料４ 国及び県の主な取組状況（子どもの貧困対策関連）

小・中学校期 高校生期の「生活支援」「就労支援」のサービスがない



３つのプロセス
①子ども・若者をつかまえる
→生活困窮世帯の子どもをしっかりとキャッチする
→生活支援や自己肯定感のUPが重要
②子ども・若者を育てる
→研修や職業訓練だけでは難しい
→１３歳〜１８歳まで連続した寄り添い支援が必要
③子ども・若者を社会へ接続する
→高校への進学、中退予防
→キャリア教育
→長期に働けるための就職支援



貧困状態にある子ども・若者へ必要な支援

・職場体験
・職業訓練
・職場定着支援（伴走型）

・対象者…１３歳〜１８歳の子ども・若者
・関係機関と連携し子どもの把握
・アウトリーチによるアプローチ

②子ども・若者を育てる

１）高校内への居場所の設置
・高校中退予防
・就職相談の機能（バイターン）
・生活相談
・学習支援

２）不登校状態の子どもの居場所
・食の提供
・学習支援
・キャリア教育
・生活訓練（合宿型）＊就労準備支援事業

①子ども・若者をつかまえる

③子ども・若者を社会へ接続する



高校内における居場所のプラットフォーム化事業 大阪府の実践

事業の趣旨・目的

高校の中退や不登校を防ぐため、高校と民間支援団体が
学校内にプラットフォームとなる居場所を設け、学校生活
不適応などの悩みを持つ生徒を対象に、外部支援機関と
も連携・協力して、相談支援や訪問支援、学習支援などの
修学継続支援を行うもの。

民間団体、5団体に補助 H27年度は１２校で実施。

定時制高校等、中退率の高い高校内に民間団体が居場
所を設置し高校中退を予防すると同時に就職相談や生活
相談も同時に行っている。



横浜K2の取組み
＊就労準備支援のモデル事業
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法人ミッション・・・社会孤立ゼロ
青少年の孤立を放置しない

NPO法人沖縄青少年自立援助センターちゅらゆい
法人本部 〒904−2213 沖縄県うるま市田場１６４１−１
那覇支部 〒900−0021 沖縄県那覇市泉崎2丁目8−18医療法人上泉会内
TEL/FAX   ０９８−９２３−０６９７
メール commutto@joy.ocn.ne.jp
HP             http://www.churayui.org


